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平成３０年度２月補正予算の概要について 

 

平成３１年２月１９日 

（単位：千円） 

一 予算規模 

 

 １ 一 般 会 計 

            補   正   額               △１４,３５４,９４６ 

 

 

                     補 正 後 の 規 模                                  ５８８,５２１,２１３ 

 

 

                      前年度２月補正後予算との対比              △４１,３９５,８４０ 

                                        （６.６％減） 

 

 

  《補正予算の財源》 

 

    特 定 財 源                            △１９,５３６,２９８ 

 

国 庫 支 出 金                   △６,０９２,４６４ 

 

 

 

                繰   入   金            △５,２４１,０５９ 

 

 

 

                諸   収   入             △３,８６７,９３６ 

 

 

 

           県      債                   △４,１５７,１００ 

 

 

 

                そ   の   他              △１７７,７３９ 
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    一 般 財 源                             ５,１８１,３５２ 

 

                      県      税                       ７９６,７４１ 

 

                      地方消費税清算金                       １２０,０００ 

  

                      地 方 譲 与 税                         １,４０２ 

 

                      地 方 交 付 税                      １,３５０,４１０ 

 

           国 庫 支 出 金                       △４２７,８７９ 

 

                      繰 入 金                       ５０９,００５ 

 

                      繰 越 金                     ３,８２２,７６２    

 

                    県      債            △９１３,２００ 

 

                      そ の 他                         △７７,８８９ 

 

 

 

２ 特 別 会 計 

 

証 紙 特 別 会 計                     ５２３,２８７ 

 

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計                 ３９,００７ 

 

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業 等 特 別 会 計                  ４５,９４７ 

 

      中 小 企 業 設 備 導 入 助 成 資 金 特 別 会 計                  ５,４７７ 

 

    土 地 取 得 事 業 特 別 会 計                               △３ 

 

     工 業 団 地 開 発 事 業 特 別 会 計                    ２２９,５９８ 

 

     市 町 村 振 興 資 金 特 別 会 計                     １８３,５２３ 

 

能代港エネルギー基地建設用地整備事業特別会計                  △４８４ 

 

    下 水 道 事 業 特 別 会 計                    △５５７,０４４ 
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港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計                     △７６,７６５ 

 

        秋田港飯島地区工業用地整備事業特別会計                △７,２０４ 

   

環 境 保 全 セ ン タ ー 事 業 特 別 会 計                        １４４,４７７ 

 

    公 債 費 管 理 特 別 会 計                 △１,１９０,０１１ 

 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計                  １,２７５,８８７ 

 

 ３ 企 業 会 計 

         

    電  気  事  業  会  計                    △３００,２２５ 

 

       工 業 用 水 道 事 業 会 計                      △５４,４８９ 
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二 補正予算の主な内容 

今回の補正予算は、「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」に基づく事業や、農林漁業振興臨時対

策基金の積み増しを行うほか、決算見込みに伴う事業費の増減などについて計上した。 

 

Ⅰ 「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」に基づく事業 

 

  （１） 台湾定期チャーター便運航促進事業                     ４,０６７ 

    台湾定期チャーター就航初便の出発時に就航セレモニーを開催する。 

    ・就 航 日 平成 31 年３月 30 日（予定） 

    ・開 催 地 秋田空港及び桃園国際空港（台湾） 

 

＜債務負担行為＞ 

   ○ 台湾定期チャーター便運航促進事業                  （５４,２２９） 

   平成 31 年３月 30 日から台湾定期チャーター便が就航することに伴い、就航 

キャンペーンを展開するとともに、運航時の空港利用に係る経費を助成する。 

   ・設定期間 平成 31 年度 

 

（２）県立学校施設等安全対策事業                      ７５８,９８２ 

特別支援学校における児童生徒の安全を確保するため、現行の建築基準に 

適合しないブロック塀の改修及び空調設備の設置を行う。 

①ブロック塀の改修                   24,210 千円 

 ・対象施設 １施設 

②空調設備の設置                    734,772 千円 

 ・対象施設 ４施設 

 

（３）本社機能等移転促進事業                         ４０,０００ 

県外から本社機能等を移転する企業に対し移転等経費の一部を助成する。 

・補助要件 ⅰ）本社機能等の移転 

ⅱ）本店登記の移転 

      ⅲ）県内本社機能等での増加常用雇用者数２人以上 

・対象経費 建物及び付属設備の新増築に要する経費 

       設備の取得に要する経費 等 

・補 助 率 4/10（県 10/10） 

・限 度 額 4,000 万円 

 

（４）制度融資事業                            △３,８８４,８８３ 

     金融機関に対する預託金等の実績見込みにより減額する。 
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Ⅱ 基金造成 

 

 （１）農林漁業振興臨時対策基金積立金                   ２,０００,０２９ 

本県農林水産業の成長産業化に必要な施策を集中的かつ機動的に実施する 

ため、基金の積み増しを行う。 

  

（２）財政調整基金積立金                          ２,６５７,６４９ 

 平成 29 年度決算剰余金の 1/2 等を基金に積み立てる。 

 

（３）減債基金積立金                           ３,５６２,３４１ 

 事業の実績見込みにより生じた不用額等を翌年度以降の公債費の償還財源 

として積み立てる。 

 

 【参考】平成 30 年度末財政２基金残高見込み 

        財政調整基金  10,719 百万円 

        減 債 基 金  22,014 百万円 

           計     32,733 百万円 

  （市場公募債償還財源を除く実質残高は 30,753 百万円） 

 

 

Ⅲ 公共事業 

 

【国の内示等に伴う事業】 

（１）国庫補助事業                            ２３１,６０１ 

    ・土 地 改 良  194,924（17,054,398 → 17,249,322 ） 

    ・林 野   36,677（ 5,879,592 → 5,916,269 ） 

 

【決算見込みによる減分】                      △９,３５１,５９２                 

（１）国庫補助事業                          △３,２１２,４１６ 

  

（２）災害復旧事業                         △４,４８９,５２５ 

 

（３）国直轄事業負担金等                         △１,６４９,６５１ 

 

 

Ⅳ そ の 他  

                            

（１）県議会議員選挙費                             ７７,１９１ 

    選挙期日の確定に伴い市町村交付金、事務費等を補正する。 

     

 （２）にかほ警察署統合に伴うシステム改修事業                 ２０,５０４ 

    にかほ警察署の由利本荘警察署統合に必要なシステム改修を行う。 
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（３）人件費                              △１,３５４,０３１ 

    給与費の決算見込みにより人件費を補正する。 

    ・知事部局等 △195,808 千円 

    ・警 察 本 部 △163,942 千円 

    ・教育委員会 △994,281 千円 

 

（４）公債費                              △１,１９０,０１１ 

    地方債利子等の実績見込みにより減額する。 


